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2018年 9月 6日 3時 7分 59秒，北海道胆振東部地震が発生し最大震度 7を記録した．大規模停電と地震

動による施設被害の影響で新千歳空港は運用不可能となり復旧まで時間を要した．高い安全基準が求めら

れる航空分野において空港が被災した場合，空港施設のみならず航空機の運航にも大きな影響が生じる．

発災直後には被災空港を目的地として飛行中の航空機の対処が急務である．この為に多数の航空機の燃料

等を考慮した上でダイバート空港を選定し，安全な着陸を目指す必要がある．そこで本研究では，航空機

の過去の航跡データを用いて災害発生を想定した分析を行った．今回は発災時に対応の緊急性が高いと考

えられる国際線の航空機を対象とした．出発時の必要搭載燃料量から発災時点での各航空機の航続可能距

離を仮定し，ダイバート候補空港の把握を試みた． 
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1. 本研究の背景と目的 

 

(1) 本研究の背景 

 近年，我が国では自然災害の多発化や被害の激甚化・

多様化により，空港をはじめとする重要な交通インフラ

の機能に支障をきたすなど，国民生活や経済活動に多大

な影響を与えている．近年の被災事例として 2011 年東

北地方太平洋沖地震，平成30年台風21号，平成30年北

海道胆振東部地震が原因となった空港被災が挙げられる．

平成 30年台風 21号の事例では関西国際空港が浸水，停

電の被害が発生した．被災から 3日間は全ての航空機が

運航を停止し，全面的な復旧には 17日を要した 1), 2)．ま

た，平成30年北海道胆振東部地震の事例では最大震度7

を記録した．地震動による大規模停電と地震動そのもの

による施設被害の影響で新千歳空港は運用不可能となっ

た．一方で滑走路に異常は無く，航空機の運航機能の復

旧により国内線は地震翌日の 9 月 7 日より運航再開，9

日より通常運航，国際線は翌々日の 9月 8日より順次運

航を再開した 3)．こうした事例から，高い安全基準が求

められる航空分野において空港が被災した場合，その被

害規模によっては空港施設のみならず航空機の運航にも

大きな影響が生じる可能性が指摘される． 

 国土交通省航空局は，空港の災害対策について，これ

まで「地震に強い空港のあり方」4)（2007 年）及び「空

港の津波対策の方針」4)（2011 年）に基づき，各空港に

おける地震・津波対策を進めてきた．しかし，前述した

2 例のように近年多発する自然災害による空港の被害を

鑑み，より強固な対策を講じる必要が生じた．そこで，

2019年 5月には対象を全国の空港とする「空港における

自然災害対策に関する検討委員会」4)を設置した．この

検討委員会では空港は早期の機能回復が必要であり，各

空港共通の目指すべき目標として「72 時間以内に復旧」

を掲げている． 

 以上より，空港の災害対策の改善・向上は急務な課題
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であり，具体の方策を推進することで，大規模自然災害

に強い空港づくりを目指している． 

 

(2) 本研究の目的 

 前節で述べた被災事例や国土交通省の動きを踏まえ，

本研究は大規模な自然災害が発生し空港が被災した場合

において，空港の安全な運用・航空機の安全な離発着の

継続の実現に寄与する知見の獲得を目指す．空港が被災

し着陸が不可能になった場合に直面する問題として，被

災空港を目的地として飛行中の航空機への対応が挙げら

れる．個々の航空機はエンジントラブル等を考慮し，事

前に提出する飛行計画の中でダイバート空港を指定して

いる．しかし，空港が被災した場合は同時に多数の航空

機のダイバートが必要となる事態が発生する．この場合，

個々の航空機の残燃料や飛行位置等の複数航空機の状況

を考慮した上でのダイバート空港の選定・誘導・安全な

着陸を実現することが重要である．これらの実現のため

には，従来の空港の運用・航空機の運航状況の把握を行

う必要があると考える． 

 したがって本研究では，災害が発生した場合を想定し

て飛行中の航空機がおかれる状況を把握することを目的

とした．分析には Flightradar245)という航空機レーダー追

跡サイトより得られる実際に飛行した航空機の航跡デー

タを使用した．なお，Flightradar24の詳細については第 3
章において述べる．さらに対象とした各航空機に着目し，

航空機ごとのダイバート候補空港の把握を行った．分析

を行う際の分析対象航空機の設定，分析の概要・手法な

どは第4章において詳細に述べる． 

 

 

2. 既往研究の整理 

 

 本章では，「空港を防災の観点で着目した研究」・

「運航実績データを活用した研究」の観点から既往研究

の整理を行う．その後，既往研究を踏まえた本研究の位

置付けを述べる． 

 

(1) 空港を防災の観点で着目した研究 

 大規模な地震災害発生時において，空港は，被災地へ

の緊急物資輸送や救急医療の観点において非常に重要な

役割を果たす．中澤・菅野 6)は軟弱地盤上に建設された

空港における滑走路を対象とし，地盤の液状化が滑走路

へ及ぼす影響の把握，滑走路における合理的な液状化対

策工法の検討および液状化後における滑走路機能につい

て検討を行った．中島・中村 7)は九州地方の臨海部空港

を対象とし，複合災害を考慮した空港機能の信頼性を評

価する方法の提案を行った． 

 

(2) 運航実績データを活用した研究 

 平田ら 8)は成田空港と羽田空港を対象に飛行航跡デー

タを用いて航空機の離着陸順序の実態と滑走路容量算定

方式の離発着順序の前提（ランダム発生）との乖離につ

いて分析を行った．その結果，成田空港においては 1本

の滑走路を離発着共用で使用する場合に，処理効率の高

い離着陸交互運用の発生確率がランダム仮定よりも有意

に高く，羽田空港においても交差する滑走路において後

方乱気流区分を考慮した離陸順序が処理効率の高い順序

付けの発生確率がランダム値よりも同様に有意に高いこ

とが明らかとなった．  

 

(3) 既往研究を踏まえた本研究の位置付け 

 本研究では，大規模な自然災害が発生し空港が被災し

た場合において，空港の安全な運用・航空機の安全な離

発着の継続の実現に寄与する知見の獲得を目指す．その

ための基礎的な検討として，発災直後において，着陸す

る空港までの距離・位置関係といった各航空機の飛行状

況を把握し，ダイバート候補空港の検討を行うものであ

る．前節で述べたように，運航実績データを活用した研

究，防災の観点で空港に着目し，それぞれ個別で分析を

行った研究は多数存在する．しかし，防災の観点で空

港・航空機に着目し，実際の航空機の航跡データを用い

て得た飛行実態と，個々の空港の情報とを掛け合わせて

ダイバート候補となる空港を検討した研究は行われてい

ない．この点で本研究には新規性が認められると考える． 

 

 

3. Flightradar24より得られるデータの概要 
 

 本章では，本分析において使用するデータと対象航空

機データの抽出手法について述べる． 

 

(1) Flightradar24より得られるデータの概要 
 Flightradar245)とは，飛行中の民間航空機の現在位置を

リアルタイム表示するウェブサイト並びにスマートフォ

ン・タブレット向けアプリケーションである．

Flightradar24 より得られるデータを表 -1 に示す．

Timestampは UNIX時間を示す．UNIX時間とはコンピュ

ーターシステム上での時刻表現の一つである．協定世界

時（UTC）での 1970年 1月 1日午前 0時 0分 0秒から形

式的な経過秒数として表される．UTC は協定世界時，

Callsign は便名，Position は緯度・経度，Altitude は飛行高

表-1 Flightradar24より得られるデータ 
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度，Speed は飛行速度をそれぞれ示す．また Direction は

飛行方位を示す．北を 0度として時計回りの角度で表示

される．さらに航空路線毎の使用機体や空港間の総飛行

距離（以下，空港間距離）のデータを得ることが可能で

ある． 

 

(2) 分析手法の概要 

 本分析では，空港が被災した際の影響が大きく，緊急

的にダイバート先の選定などの対策を講じる必要がある

と考え，我が国に存在する空港の中で 2019 年において

最も乗降客数 9)が多い東京国際空港を対象とした．さら

に，東京国際空港で最も離発着機が多い時間帯に災害が

発生するという仮定の下で航空機飛行状況の把握に関す

る分析を行うものとする．そこで本節では，分析対象時

間の設定方法，及び対象航空機の設定方法について述べ

る． 

a) 分析対象時間の設定方法 

 東京国際空港のホームページ 10) ,11)を参照し 2019年 11

月 2日の時刻表から国際線，国内線それぞれ 1時間ごと

の出発便，着陸便数を集計することにより東京国際空港

で最も離発着便が多い滑走路の過密時間帯を算出した．

東京国際空港の離発着便集計結果を図-1に示す．実際の
離陸，着陸時間は定刻と異なる場合もあるが全ての航空

機が定刻で運航しているものとした．また 1時間当たり

の集計数が同数であった場合，本分析では災害発生時の

対応がより困難であると考えられる夜間に近い時間帯を

採用した．今回は 9時・10時・19時台が合計 80便で同

数となったため 19時と設定している． 

b) 発災時に飛行中の航空機の抽出，及び全航跡情報 

 発災時点で管制機能が失われた場合や滑走路自体の被

災により離発着ができない場合を仮定し，分析対象は，

発災時点において飛行中であり，かつ東京国際空港に着

陸予定である航空機とした．今回は発災時に対応の緊急

性が高いと考えられる国際線の航空機を対象とした． 

 離陸時間が発災想定時間以降の航空機の場合，到着空

港である東京国際空港が被災した情報が伝わることで，

当該便は欠航になると考えられる．このため，これらの

航空機は分析対象外とし，その結果，Flightradar24より得

られた発災時点で東京国際空港に向けて飛行中の航空機

は 7機であった．前述の 7機の概要を表-2，日本近郊に
おける航跡データを図-2に示す．  

 

 

4. 発災時点における飛行位置からのダイバート

候補空港の選定に関する分析 

 

 本章では，発災時の各航空機のダイバート候補空港の

把握を目的として分析を行う．本分析で対象とする航空

機の概要，及び分析手法・分析結果について述べる．図

-3 に本分析の手順を示す．STEP. 1 として，対象航空機

の設定を行った．第 3章で得られた発災時点で東京国際
空港に向けて飛行中の航空機 7機の航跡データを用いた．

ただし，7 機の中で発災時に日本の航空管制圏を飛行中

の航空機を対象とした．ここで，各航空機の搭載燃料が

把握できれば出発時点での最大飛行可能距離が算出でき，

これに基づくダイバート候補空港の検討が可能である．

しかし，航空機の燃料を正確に把握することが出来ない

ため不可能である．そこで，代替案として STEP. 2 では，

 

図-1 2019年11月2日における東京国際空港の離発着便

数（国内線・国際線）13), 14) 
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表-2 発災時に東京国際空港に向けて飛行中の航空機 

 

No 便名 出発空港 使用機体 空港間距離

1 JL98 台北松山空港 B787-8 2098
2 JL88 広州白雲国際空港 B787-8 2887
3 JL26 香港国際空港 B777-246 2904
4 NH854 台北松山空港 B787-8 2098
5 NH878 スワンナプーム国際空港 B787-9 4590
6 JL22 台北松山空港 B767-346 2098
7 NH105 ロサンゼルス国際空港 B777-381 8832

（単位：km）

東京国際空港着陸便

 

図-2 発災時に東京国際空港に向けて飛行中の
航空機7機の日本近郊における航跡データ 
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各航空機の出発時点での飛行可能距離を仮定し，発災時

点での継続飛行可能距離を算出した．また，発災時点で

の飛行位置が把握可能であることから発災時点の飛行位

置から対象空港までの距離（以下，残距離）の算出，及

び総飛行距離に対する発災時点までの各航空機の飛行距

離の割合（以下，飛行割合）の算出が可能となった．そ

して，STEP. 3 では，各航空機のダイバート候補空港の

集計，各航空機とダイバート候補空港の位置関係の把握

を行う． 

 

(1) 分析対象航空機の概要 

 本分析における対象航空機を表-3に示す．前述したよ
うに第 3章で得られた発災時点で東京国際空港に向けて
飛行中の航空機 7 機の航跡データを用いた．ただし，7

機の中で発災時に日本の航空管制圏を飛行中の航空機を

対象とした．その結果，対象航空機は 4機であった．他

の 3機は発災時に南シナ海・韓国・アメリカ西海岸沖上

空をそれぞれ飛行中のため分析対象外とした． 

 

(2) 分析手法の概要 

 本分析では，大規模災害発生を仮定し，飛行中の各航

空機のダイバート候補空港の把握，及び航空機と空港の

位置関係の把握を目的に分析を行う．そこで本節では，

各航空機の発災時点での飛行到達可能域の算出方法，及

びダイバート候補空港の抽出方法について述べる． 

a) 対象航空機の飛行到達可能域の把握 

 本分析は発災時点における各航空機の飛行可能距離を

把握することで，ダイバート候補空港の把握を行うこと

が目的である．そのためには本来，出発時点での搭載燃

料を把握し，発災時点での残燃料を算出することが必要

である．しかし，航空機は補備燃料（extra fuel）12)と呼ば

れる天候状況などによって量が左右される燃料を搭載す

るため，個々の航空機の燃料について正確に把握するこ

とは不可能である．そこで本分析では，出発時点での飛

行可能距離を仮定し，発災時点での各航空機の飛行到達

可能域を算出した． 

 航空機が出発時に携行しなければならない燃料の量

（必要搭載燃料量）は，航空法施行規則第 153条 13)及び，

運航規程審査要領細則 14)の運航管理の基準，必要搭載燃

料に定められている．本分析は災害発生により当初の着

陸空港が離発着不能になる不測の事態を想定している．

そこで「不測の事態」を考慮する燃料の量 15)として定め

られている，「陸地までの飛行を終わるまでに要する燃

料の量の 5%に相当する燃料の量」を最少搭載燃料量と

して分析を行う．ただし，航空機の燃料の消費率は離陸

から着陸まで一定であると仮定した． 

 初めに，各航空機の出発空港と着陸予定空港間の距離

（空港間距離）の 5%の距離を算出した．それらを各航

空機の発災時点での飛行位置から各航空機の着陸予定空

港までの距離（残距離）に加えることで，発災時点にお

ける飛行到達可能域を航空機ごとに仮定した．表-4に各
航空機の発災時点における飛行到達可能域の計算結果を

示す．残距離＋5%は，それぞれ空港間距離の 5%の距離

を残距離に加算した値である． 

b) ダイバート候補空港の抽出方法，及び集計結果 

 各航空機のダイバート候補空港の把握および航空機と

空港の位置関係の把握のため，対象航空機や空港を日本

地図上に表示して整理した．JL98（台北松山空港発）を

例に図-4に示す．また，対象航空機を中心として発災時
点での飛行到達可能域を示すバッファを作成した． 

 ダイバート候補空港数の集計結果を表-4に示す．JL98

（台北松山空港発）と JL88（広州白雲国際空港発）の 2

便は発災時，東京国際空港への着陸直前であることから

残燃料が少なくダイバート候補空港が限られるため優先

的な対応が必要だと考えられる．一方で，JL26（香港国

際空港発）とNH854（台北松山空港発）の 2便は飛行割

合が 60%未満であることから出発空港へ引き返すなど

様々な選択肢が検討可能であると考えられる． 

 

図-3 対象航空機抽出のためのデータ抽出の手順 

• 発災時，対象空港へ向けて飛行
中の航空機を対象

• 日本の管制圏内を対象

STEP.1
対象航空機の

設定

• 搭載燃料の把握は不可能
• 出発時の航続可能距離を仮定
• 発災時の到達可能域を算出

STEP.2
各航空機の到達
可能域の算出

• ダイバート候補空港の集計

• 各航空機とダイバート候補空港
の位置関係の把握

STEP.3
ダイバート候補空港

の把握

表-3 本分析における対象航空機 

 

No 便名 出発空港 飛行割合 空港間距離 残距離

1 JL98 台北松山空港 95.95% 2098 85
2 JL88 広州白雲国際空港 99.83% 2887 5
3 JL26 香港国際空港 59.44% 2904 1178
4 NH854 台北松山空港 43.33% 2098 1189

東京国際空港着陸便

（単位：km）

表-4 飛行到達可能域，及びダイバート候補空港数 

 

No 便名 出発空港 残距離+5% 候補空港数

1 JL98 台北松山空港 190 8
2 JL88 広州白雲国際空港 149 5
3 JL26 香港国際空港 1323 75
4 NH854 台北松山空港 1294 74

（単位：km）（単位：個）

東京国際空港着陸便
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5. まとめと今後の課題 

 

 本研究では Flightradar24 という航空機レーダー追跡サ

イトより得られる実際に運航した航空機の航跡データを

用いて航空機飛行状況の把握を行った．分析対象とする

航空機の便名，出発空港，使用機体，飛行ルートの把握

が可能である．さらに，災害発生を想定しその時点にお

いて対象航空機の着陸する空港までの距離，位置関係と

いった飛行状況の基礎的な把握を行った結果，飛行割合

の算出が可能となった． 

 本分析は空港が被災し，同時に多数の航空機がダイバ

ートの必要性に迫られる事態へ対応するための知見を見

出すことが目的である．そのための基礎的な検討として，

各航空機のダイバート候補空港の把握を行った．前述し

た飛行割合と航空法で定められた最少搭載燃料から発災

時点での飛行可能域を仮定することで，各航空機のダイ

バート候補空港の把握が可能となった．その結果，飛行

割合の増加に伴ってダイバート候補空港数が減少するこ

とが明らかとなった．一方で，航空機は分単位で飛行位

置が大きく異なることから発災時間の前後によって飛行

中の航空機数が変化することが考えられる．本分析では

発災時間を各空港の 1時間毎の離発着便数をもとに仮定

した．今後はより詳細な時間設定をもとに算出する必要

があると考える． 

 最後に，本分析では各航空機の飛行到達可能域に含ま

る全ての空港をダイバート候補空港とした．しかし，そ

の一方で航空機のサイズや空港の受け入れ能力などが着

陸の可否に寄与することは明白である．また，本分析で

対象とした国際線に加えて国内線の航空機も同時に存在

するため，これらを考慮した分析を今後行っていく． 
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ANALYSIS ON THE METHOD OF EXTRACTING CANDIDATE AIRPORTS 

FOR DIVERTING FOR INTERNATIONAL FLIGHTS 

-A STUDY USING FLIGHTRADAR24- 

 

Ryo FUJII, Yuma MORISAKI, Makoto FUJIU, Junichi TAKAYAMA  

 
On September 6, 2018, at 3:07:59 a.m., an earthquake of maximum intensity 7 was recorded in eastern 

Hokkaido, Japan. New Chitose Airport was out of service due to a massive power outage and damage to 

facilities caused by the earthquake, and it took a long time to restore the airport. In the field of aviation, 

where high safety standards are required, a disaster at an airport would have a significant impact on not 

only airport facilities but also aircraft operations. Immediately after a disaster, there is an urgent need to 

deal with airplanes that are flying to the affected airports. Therefore, it is necessary to select the divert 

airport for safe landing, considering the fuel and other factors of many aircraft. In this study, we analyzed 

past aircraft trajectory data in the event of a disaster. In this study, international airplanes that are considered 

to have a high level of emergency response in the event of a disaster were targeted. An attempt was made 

to identify the candidate airports for diverting based on the assumed cruising distances of each aircraft at 

the time of the disaster, based on the amount of fuel required onboard at the time of departure. 

 

 


